
No 区分 タイトル 発行年月 著者/編著

1 著作 改訂版これからの地方自治の教科書 2021年12月15日
共著：大森彌・大杉

覚

2 著作
自治体議員入門　有権者の期待と議会の現実　住民自治の要

となるために
2021年11月30日 大森彌

3 著作 これからの地方自治の教科書 2019年11月1日
共著：大森彌・大杉

覚

4 著作 老いを拓く社会システム　介護保険の歩みと自治行政 2018年3月30日 大森彌

5 著作
特別区が歩んだ自治のみちのり　特別区制度の70 年を振り返

る（特別区自治情報･交流ｾﾝﾀｰﾌﾞｯｸﾚｯﾄ №5）
2017年10月27日

大森彌・金井利之・

中原正淳

6 著作 人口減少時代を生き抜く自治体 希望の自治体行政学 2017年3月15日 大森彌

7 著作 自治体の長とそれを支える人びと　希望の自治体行政学 2016年11月20日 大森彌

8 著作 町村自治を護って　存立の危機に立ち向かう 2016年8月29日 大森彌

9 著作 自治体職員再論　人口減少時代を生き抜く 2016年2月20日 大森彌

10 著作 人口減少時代の地域づくり読本 2015年4月

共著：大森彌・武藤博

己・後藤春彦・大杉覚・

沼尾波子・図津直也

11 著作 特別区職員ハンドブック2015　（巻頭論文） 2015年3月
特別区人事・厚生事務組

合特別区職員研修所／編

12 著作
特別区制度改革の軌跡　中野区特別区制度調査会から平成10

年自治法改正まで（特別区自治情報･交流ｾﾝﾀｰﾌﾞｯｸﾚｯﾄ2）
2013年10月10日 大森彌

13 著作 特別区職員ハンドブック2013　（巻頭論文） 2013年3月
特別区人事・厚生事務組

合特別区職員研修所／編

14 著作 政権交代と自治の潮流　続・希望の自治体行政学 2011年6月1日 大森彌

15 著作
「大阪都構想」を越えて　問われる日本の民主主義と地方自

治
2011年4月1日

共著：宮本憲一・大

森彌ほか

16 著作
東京23区自治権拡充運動と「首都行政制度の構想」　基礎的

地方公共団体への道
2010年7月1日 大森彌／監修

展示期間：令和６年11月25日（月）～

大森彌先生追悼特別展示「大森先生と特別区の自治」展示書籍等一覧

※区分について

【著作】ご遺族より寄贈いただいた大森先生の著書・著作等 【所蔵】ご遺族より寄贈いただいた大森先生の所蔵書籍

【雑誌論文】当館所蔵で大森先生の著作論文が掲載されている雑誌 【協議会関連】当協議会等発行で大森先生が関わる資料
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No 区分 タイトル 発行年月 著者/編著

17 著作 特別区職員ハンドブック2009　（巻頭論文） 2009年2月27日
特別区人事・厚生事務組

合特別区職員研修所／編

18 所蔵 持続可能なまちは小さく、美しい　上勝町の挑戦 2008年6月10日 笠松和市

19 著作 官のシステム（行政学叢書4） 2008年3月13日 大森彌

20 著作 実践　まちづくり読本　自立の心・協働の仕掛け 2008年3月10日
共著：大森彌・山下

茂他

21 著作 これでよいのか 地方議会（都市問題 公開講座ﾌﾞｯｸﾚｯﾄ4） 2005年8月22日 東京市政調査会

22 著作 ディスカッション・三重の改革（地方自治ｼﾞｬｰﾅﾙﾌﾞｯｸﾚｯﾄ39） 2005年4月10日 中村征之・大森彌

23 著作 山梨県北杜市合併協議講演録 2004年3月25日 狭北地域合併協議会

24 著作 自立と協働によるまちづくり読本　自治の「再」発見 2004年3月10日
共著：大森彌・卯月

盛夫

25 著作 どう乗り切るか　市町村合併　地域自治を充実させるために 2003年3月18日
共著：大森彌・大和

田建太郎

26 著作
市町村合併後の市町村の扱い（講演ｼﾘｰｽﾞ 80号 (千葉大学法経

学部)）
2002年12月16日 大森彌

27 著作 新版　分権改革と地方議会 2002年9月10日 大森彌

28 著作 どうする故郷　市町村合併と地域自治充実の関門 2002年5月
共著：大森彌・大和

田建太郎

29 著作 分権時代の人事システム（愛知県ﾄｯﾌﾟｾﾐﾅｰ特別講演） 2002年2月 大森彌

30 著作
分権改革と地方自治の充実（平成12年度第2回地方分権講演

会）
2001年2月 大森彌

31 著作 第17回全国自治体政策研究交流会議報告書 2000年12月11日
全国自治体政策研究

交流会議実行委員会

32 著作 地方分権改革 2000年10月25日
共著：大森彌・石川

二三男ほか

33 著作 分権時代に求められる政策評価（ｶﾙﾁｭｱﾌﾞｯｸ82号） 2000年10月3日 大森彌

34 著作 分権改革と地域福祉社会の形成（分権型社会を創る 11） 2000年9月30日 大森彌

35 著作
分権時代の首長と議会　優勝劣敗の代表機関（分権型社会を

創る 3）
2000年1月20日 大森彌

36 著作 地方分権なんでも質問室 1999年9月22日 大森彌・神野直彦
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37 著作 自治体改革と職員の意識（公務研究2巻1号） 1999年3月25日 大森彌

38 著作 自治体行政学入門（大森彌自治体行政学ｼﾘｰｽﾞⅠ） 1999年3月10日 大森彌

39 著作 第15回全国自治体政策研究交流会議報告書 1999年3月
全国自治体政策研究

交流会議実行委員会

40 著作 組織の開発と活性化（分権時代の自治体職員4） 1998年10月20日 大森彌・上田紘士

41 著作 地方分権推進と自治体職員（分権時代の自治体職員1） 1998年9月30日 大森彌

42 著作
分権改革と人材育成の基本戦略（都市問題研究第51巻第9

号）
1998年9月20日 大森彌

43 著作 分権改革と地方議会 1998年6月10日 大森彌

44 著作
地方分権時代の市町村の役割Ⅱ（’97北海道市町村長交流会議

講演録）
1997年12月1日

北海道市町村振興協

会

45 所蔵 地方分権推進委員会第３次・第４次勧告 1997年11月30日
地方分権推進委員会

事務局／編

46 所蔵 地方分権推進委員会第２次勧告 1997年8月20日
地方分権推進委員会

事務局／編

47 所蔵 地方分権推進委員会第1次勧告　分権型社会の創造 1997年2月5日
地方分権推進委員会

事務局

48 著作
21世紀の地方自治・情報化が地方行政をどう変えるか（政策

研究ﾌｫｰﾗﾑﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ）
1996年3月21日

岐阜県地方自治大学

校

49 著作
自治行政と住民の「元気」続・自治体行政学入門（大森彌自

治体行政学ｼﾘｰｽﾞⅡ）
1995年10月5日 大森彌

50 著作 現代日本の地方自治（放送大学教材） 1995年3月20日 大森彌

51 著作 自治体職員論　能力・人事・研修 1994年11月25日 大森彌

52 著作 ９４．７．８地方分権大阪シンポジウム 1994年10月
地方分権大阪シンポ

ジウム事務局／編

53 著作 行政管理と人材開発（21世紀の地方自治戦略9） 1994年5月30日 大森彌

54 所蔵
フォーラム　遊びと子どもの文化　パネルディスカッション

話してみよう子どもの今
1994年4月21日

ところさわ児童文化

祭実行委員会

55 著作 中野区・福祉都市への挑戦 1994年1月20日
共著：一番ケ瀬康

子・大森彌

56 著作 人口動態と行政サービス（21世紀の地方自治戦略 4巻） 1993年7月30日 大森彌
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57 著作
自治体の首長　その資質と手腕（21世紀の地方自治戦略 3

巻）
1993年3月1日 大森彌

58 著作
中野区・福祉都市への挑戦　21世紀に向けての地域型福祉

サービス
1993年2月1日 大森彌

59 著作 特別区職員ハンドブック1992年版 1992年2月29日
特別区職員研修所／

編

60 著作 自治行政と研修政策（政策課題と研修） 1992年 大森彌

61 著作
地域をデザインする　自己実現のまちづくりと自治体職員

（自治の担い手研究1）
1990年3月30日 特別区職員研修所

62 著作 研修講義録集 1990年3月 岐阜県自治研修所

63 著作
社会福祉制度のゆくえ　「今後の社会福祉のあり方につい

て」をめぐって（自治研究第65巻第5号）
1989年5月10日 大森彌

64 著作
街　それはみんなでつくるもの　自治会・町内会・区の問題

事例集いろいろ集
1989年3月

埼玉県県民部自治文

化課

65 著作 東京23区シンポジウム’87講演録 1988年3月
特別区協議会制度改

革推進室

66 著作 市町村ふくおか第３号 1987年6月30日 福岡県地方課／編

67 著作 自治体行政学入門 1987年6月15日 大森彌

68 著作 自治行政要論（地方公務員のための法律講座 3） 1986年8月10日

共著：西尾勝・大森

彌・寄本勝美・新藤

宗幸

69 著作
これからの地方自治　広域自治体の役割と課題（法学ｾﾐﾅｰ増

刊34）
1986年7月25日 大森彌

70 著作
都区間合意「都区制度改革の基本的方向」について（自治研

究第62巻第5号）
1986年5月1日 大森彌

71 著作 事例・地方自治　第4巻　地域振興 1983年12月20日
大森彌

辻清明/監修

72 著作
特別区制度をどうするか　財政調整権を都がもつ根拠はない

（都政人 通巻504号）
1983年12月1日 大森彌

73 著作 「特例市」の構想　特別区制度の将来 1981年8月28日 特別区政調査会

74 著作 コミュニティ形成と住民自治 1981年3月

大森彌

埼玉県自治振興セン

ター編

75 著作
まちづくりの連帯をめざして 昭和53年度「市長勉強会」活動

あらまし
1979年10月5日

NIRA総合研究開発機

構
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No 区分 タイトル 発行年月 著者/編著

76 著作
新しい政治参加ー1960年代における都市住民運動（総合ｱﾒﾘｶ

③民主政と権力）
1976年10月 大森彌

77 著作
行政における機能的責任と「グラス・ルーツ」参加（４）

（国家学会雑誌第八十八巻第三･四号）
1975年3月 大森彌

78 著作 岩波講座　都市の経営（岩波講座現代都市政策Ⅳ） 1973年3月23日
共著：大森彌・伊藤

光晴他

79 著作
行政における機能的責任と「グラス・ルーツ」参加（３）

（国家学会雑誌第八十五巻第十一･十二号）
1972年11月 大森彌

80 著作
行政における機能的責任と「グラス・ルーツ」参加（２）

（国家学会雑誌第八四巻第九･十号）
1971年12月30日 大森彌

81 著作
行政の理論と実践その範囲・目的・方法(4)・(5)（国学院法

学第9巻第2.4号）
1971年10月 大森彌

82 著作
行政の理論と実践その範囲・目的・方法(2)・(3)（国学院法

学第8巻第4号）
1971年3月 大森彌

83 著作
行政の理論と実践その範囲・目的・方法(1)（国学院法学第8

巻第1号）
1970年6月

ジェームズ・チャー

ルズワース／大森彌

訳

84 著作
行政における機能的責任と「グラス・ルーツ」参加（1）（国

家学会雑誌）
1970年5月 大森彌

85 著作

行政における機能的責任と「グラスルーツ」参加　米国水資

源開発行政の一研究（博士課程学位論文 辻先生）　【ガラス

ケース内】

1968年3月30日 大森彌

86 著作

行政における機能的責任と「グラスルーツ」参加　米国水資

源開発行政の一研究（註 指導 辻清明､斉藤眞､岡義達､井出嘉

徳､芦部信喜）【ガラスケース内】

1968年3月30日 大森彌

87
雑誌

論文

信頼と希望が成果を生み出す地方分権改革 : 地方分権改革と

自治体行政学(特集 自治の現場へ寄り添う : 追悼 大森彌先生 ;

追悼メッセージ)（自治体学37）

2024年3月 辻 琢也

88
雑誌

論文

大森先生と特別区(特集 自治の現場へ寄り添う : 追悼 大森彌

先生 ; 追悼メッセージ)（自治体学37）
2024年3月 入澤 幸

89
雑誌

論文

方法としての「現場」と「臨床の知」 : 自治体行政学の希望

へ(特集 自治の現場へ寄り添う : 追悼 大森彌先生 ; 追悼メッ

セージ)（自治体学37）

2024年3月 大杉 覚

90
雑誌

論文

これからの自治体職員に求められるもの(特集 自治を取り巻

く課題の克服 : 未来を見つめて)（自治実務セミナー727）
2023年1月 大森 彌

91
雑誌

論文

これからの地方自治と分権改革(特集 これからの自治・地域

をどう構想するか : beyondコロナの視点から)（ガバナンス

261）

2023年1月 大森 彌

92
雑誌

論文

地方分権とコロナ禍対応(特集 コロナ禍:自治体・新年度の展

望)（ガバナンス240）
2021年4月 大森 彌
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93
雑誌

論文

住民の自治力と「自助・互助・共助・公助」(特集 自治の力

を信じる)（自治実務セミナー701）
2020年11月 大森 彌

94
雑誌

論文
日本国憲法のもと七〇年、地方自治の相貌（地方自治844) 2018年3月 大森 彌

95
雑誌

論文

自治体間連携と市町村観(特集 自治体間連携を考える)（都市

問題106(2)）
2015年2月 大森 彌

96
雑誌

論文

第186回国会と地方・自治関係法の成立(特集 どうなる!? 自

治・分権)（地方自治職員研修47(10)）
2014年9月 大森 彌

97
雑誌

論文

巻頭座談会 地方分権の二〇年を振り返って(4)（地方自治

798）
2014年5月 磯部 力ほか

98
雑誌

論文

巻頭座談会 地方分権の二〇年を振り返って(3)（地方自治

797）
2014年4月 大森 彌ほか

99
雑誌

論文

巻頭座談会 地方分権の二〇年を振り返って(2)（地方自治

796）
2014年3月 磯部 力ほか

100
雑誌

論文

巻頭座談会 地方分権の二〇年を振り返って(1)（地方自治

795）
2014年2月 磯部 力ほか

101
雑誌

論文

書評 大森彌監修・公益財団法人特別区協議会編『東京23区自

治権拡充運動と「首都行政制度の構想」--基礎的地方公共団

体への道』（都市政策研究5）

2011年3月 沼尾 史久

102
雑誌

論文

「地域主権」の実現と「基礎的自治体」の重視(特集 日本を

再生する--国と地方のストラテジー)（ガバナンス105）
2010年1月 大森 彌

103
雑誌

論文

「地域主権」と自治力のアップ(特集 アー・ユー・レディ? 地

域主権)（地方自治職員研修 43(1) 通号597）
2010年1月 大森 彌

104
雑誌

論文

「道州制」論議と基礎自治体(特集 道州制とは何か)（地方議

会人 : 議員研修誌39(5)）
2008年10月 大森 彌

105
雑誌

論文

「基礎自治体」の条件(特集 「基礎自治体」の姿)（ガバナン

ス88）
2008年8月 大森 彌

106
雑誌

論文

都区制度調査会第二次報告の考え方(いよいよ本腰 都区制度

のあり方を考える)（都政研究 41(3) 通号 474）
2008年3月 大森 彌

107
雑誌

論文

第2期分権改革と自治体職員(特集 「完全自治体」への道--第

2期分権改革の展望)（ガバナンス81）
2008年1月 大森 彌

108
雑誌

論文

これからの国と地方のかたち(特集 分権改革のゆくえ)（地方

議会人 : 議員研修誌38(3)）
2007年8月 大森 彌

109
雑誌

論文

第二期地方分権改革における勝負(特集 第二期地方分権改革

に向けて--分権改革をいかに実現するか)（市政56(5) 通号
2007年5月 大森 彌

110
雑誌

論文

基礎自治体はどこへ向かうのか(特集 地方自治60年・その到

達点と将来)（都市問題 98(5)）
2007年5月 大森 彌

111
雑誌

論文

第2期分権改革の方向性(特集 第2期分権改革に向けて)（地方

議会人 : 議員研修誌37(10)）
2007年3月 大森 彌
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112
雑誌

論文

座談会 高木鉦作先生の人と業績--町内会研究と都区制度改革

にかけた情熱（都市問題 97(3)）
2006年3月 天川 晃ほか

113
雑誌

論文

第1次分権改革に参画して(第2次地方分権改革への展望(第1

回))（都市問題 97(3)）
2006年2月 大森 彌

114
雑誌

論文

平成18年の地方自治に寄せて(特集 平成18年の展望)（地方議

会人 : 議員研修誌36(8)）
2006年1月 大森 彌

115
雑誌

論文

自治体の行政と職員(10)大都市制度のゆくえ（月刊自治

フォーラム544）
2005年1月 大森 彌

116
雑誌

論文

基調講演(シンポジウム「地方分権の時代を迎えて」--今、求

められること)（都市問題研究52(4)通号 592）
2000年4月 大森 彌

117
雑誌

論文

新しい都区制度スタートへ(1)特別区新時代の意義と課題（都

政研究33(3)通号 378）
2000年3月 大森 彌

118
雑誌

論文

分権改革の「筋」(特集 地方自治法施行50周年を迎えて ; 地方

自治法施行50周年に寄せて)（月刊自治フォーラム通号458）
1997年11月 大森 弥

119
雑誌

論文
「文化」としての自治体職員 1995年11月 大森 弥

120
雑誌

論文

地方分権のあり方(地方分権と地方制度改革<特集>)（ジュリ

スト通号 1031）
1993年10月 大森 弥ほか

121
雑誌

論文

都区間合意--「都区制度改革の基本方向」について（自治研

究 62(5)）
1986年5月 大森 弥

122
雑誌

論文
「特例」市の構想（自治研究 57(11)） 1981年11月 大森 弥

123
協議会

関連
特別区制度研究会報告書　第2期 2012年2月

特別区協議会事業部

調査研究課

124
協議会

関連

東京23区自治権拡充運動と「首都行政制度の構想」基礎的地

方公共団体への道
2010年7月

特別区協議会

大森 彌／監修

125
協議会

関連
特別区制度研究会報告書　平成22年3月 2010年3月

特別区協議会事業部

調査研究課

126
協議会

関連

「都の区」の制度廃止と「基礎自治体連合」の構想　第二次

特別区制度調査会報告
2007年12月

特別区協議会事業部

調査研究課

127
協議会

関連
第一次特別区制度調査会会議録 2003年10月～2005年10月 2005年 特別区協議会

128
協議会

関連
新しい東京23区を実現する集い 1990年11月

主催/東京23区（特別

区長会・特別区議会

議長会）

129
協議会

関連

制度改革の早期実現をめざす集い　みんなで築こう特別区の

未来（大会趣旨等）
1988年9月

主催/東京23区（特別

区長会・特別区議会

議長会）

130
協議会

関連
明日の東京23区を考える懇談会　第1～6回 1988年2月

特別区協議会制度改

革推進室
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131
協議会

関連
地域センター及び住区協議会構想関係資料集 1987年12月

中野区企画部広報課

区政資料センター

132
協議会

関連
自立する東京23区と私達のくらし（完成台本） 1987年9月

企画：

(財)特別区協議会

製作：

(社)東京都映画協会

133
協議会

関連
「特例」市の構想－特別区制度の将来－答申及び付属資料 1981年8月 特別区協議会調査部

134
協議会

関連

第四次特別区政調査会速記録　No.4(2)昭和55年10月～昭和

56年8月
1981年 特別区協議会調査部

135
協議会

関連
特別区制度に関する主な答申・助言等(2） 1980年4月 特別区協議会調査部

136
協議会

関連

第四次特別区政調査会速記録　No.4(1)昭和54年9月～昭和55

年9月
1980年 特別区協議会調査部

137
協議会

関連
特別区政調査会答申集　第1次～第4次 1979年11月 特別区協議会調査部

138
協議会

関連
特別区の将来構想　その基本的な考え方 1979年7月 特別区政調査会

139
協議会

関連
特別区制度に関する主な答申・助言等(1) 1979年2月 特別区協議会調査部

140
協議会

関連

第三次特別区政調査会速記録　No.3(2)昭和53年6月～昭和54

年7月
1979年 特別区協議会調査部

141
協議会

関連
特別区人事行政の改革 1978年7月

特別区政調査会

特別区協議会調査部

142
協議会

関連

第三次特別区政調査会速記録　No.3(1)昭和52年6月～昭和53

年5月
1978年3月 特別区協議会調査部

143
協議会

関連
特別区の行財政制度の改革　答申及び付属資料 1977年5月 特別区協議会調査部

144
協議会

関連

第二次特別区政調査会速記録　No.2(2)昭和51年9月～昭和52

年5月
1977年 特別区協議会調査部

145
協議会

関連

第二次特別区政調査会速記録　No.2(1)昭和50年6月～昭和51

年8月
1976年 特別区協議会調査部

146
協議会

関連

特別区政のあり方について（あらまし）

区長公選と特別区の自治
1975年3月 特別区政調査会

147
協議会

関連
特別区政のあり方について　区長公選と特別区の自治　合冊 1975年3月

特別区政調査会

特別区協議会調査部

148
協議会

関連
第一次特別区政調査会速記録１ 1975年 特別区協議会調査部

149
協議会

関連
第一次特別区政調査会速記録2 1975年 特別区協議会調査部
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150
協議会

関連
特別区の制度とその運営について 1974年4月

東京都中野区特別区

制度調査会

151
協議会

関連
特別区制度調査会会議録1（1－7） 1972年 特別区協議会

152
協議会

関連
首都行政制度の構想 1961年5月 特別区協議会

153 所蔵 MASTERING PUBLIC ADMINISTRATION 1989年 BRAIAN R. FRY

154 所蔵 Leadership in Administration 1984年 PHILIP SELZNICK

155 所蔵 POLITICAL LEADERSHIP IN CONTEMPORARY JAPAN 1982年
Terry Edward

MacDoigall

156 所蔵 Street-Level Bureaucracy 1980年 Michael Lipsky

157 所蔵 Public Administration and Policy Analysis 1979年 R.A.W.RHODES

158 所蔵 Democracy, Bureaucracy, and Hypocrisy 1977年 DWIGHT WALDO

159 所蔵 The Silent Revolution 1977年 Ronald Inglehart

160 所蔵 Policy Analysts in the Bureaucracy 1976年 Arnold J.Meltsner

161 所蔵 A THEORY OF JUSTICE 1971年 Juhn Rawls

162 所蔵 THEORY AND PRACTICS OF PUBLIC ADMINISTRATION 1968年
James C．

Charlesworth

163 所蔵 LOCAL GOVERNMENT IN JAPAN 1965年 Kurt Steiner

164 所蔵 GRASS ROOTS 1964年 ROSCOE C.MARTIN

165 所蔵
Report on THE LANDS of THE ARID REGION of THE
UNITED STATES

1962年
JOHN WESLEY

POWELL

166 所蔵 THE ROAD TO SERFDOM 1962年 F.A.Hayek

167 所蔵 THE ENGLISH CONSTITUTION 1961年 WALTER BAGEHOT

168 所蔵 Politics and Vision 1960年 Sheldon S. Wolin

169 所蔵 CONSERVATION and the GOSPEL of EFFICIENCY 1959年 SAMUEL  P. HAYS
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170 所蔵 ORGANIZATIONS 1958年 James G. March

171 所蔵 Our Nation's Water Resources-Policies and Politics 1956年 Ben Moreell

172 所蔵 PERSPECTIVES ON ADMINISTRATION 1956年 DWIGHT WALDO

173 所蔵 THE STUDY OF PUBLIC ADMINISTRATION 1955年 DWIGHT WALDO

174 所蔵 THE  ADMINISTRATIVE  STATE 1948年 DWIGHT  WALDO

175 所蔵 REFLECTIONS ON PUBLIC ADMINISTRATION 1947年
JOHN MERRIMAN

GAUS

176 所蔵 THE FUNCTIONS OF THE EXECUTIVE 1938年 CHESTER I.BARNAD
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